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労働需要の理論
労働の価格である賃金率が上昇すると，労働需要量は減少する．

I. 利潤を最大化する雇用量

A. 利潤最大化条件
1. 名目賃金率

賃金率 =生産物価格×労働の限界生産力
賃金率 =労働の価値限界生産力 （value marginal productivity）

2. 実質賃金率
賃金率

生産物価格
=労働の限界生産力

実質賃金率 =労働の限界生産力

B. 大切な前提：　労働の限界生産力逓減

II. 賃金率上昇の影響

A. 限界費用曲線による説明

賃金率の上昇 → MC 曲線の上方への移動

→ 利潤を最大にする生産量の減少 → 労働需要量の減少

B. 限界生産力曲線による説明

賃金率の上昇 → 実質賃金率の上昇 → 労働需要量の減少
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補　　論

生産物価格が p，名目賃金率が w のときの利潤を最大化する供給量を y，労働雇用量を x とし，

生産物価格が p′，名目賃金率が w′ のときの利潤を最大化する供給量を y′，労働雇用量を x′ とす
ると，

p′y′ − w′x′ ≥ p′y − w′x

py′ − wx′ ≤ py − wx

したがって

(p′ − p)y′ − (w′ − w)x′ ≥ (p′ − p)y − (w′ − w)x

これを書きなおすと

(p′ − p)(y′ − y) − (w′ − w)(x′ − x) ≥ 0

ここから次の結論が得られる．

1. w′ = w のとき ： (p′ − p)(y′ − y) ≥ 0

2. p′ = p のとき ： (w′ − w)(x′ − x) ≤ 0
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